





























る程度の「岩礁」であるため、本来は係争に値しない 領土 だが、国連海洋法条約による排他的経済水域（ＥＥＺ）設定の絡みで俄然注目されるようになった。フィリピンは一九八〇年以降、スカボロー礁を自国のＥＥＺ内の岩礁であると宣言したが、八三年に中国が南方諸島の地名の中にここを「島」として黄 島と命名領土と位置付けた。　
中国の漁船がしばしば入り込むことから







ンのＥＥＺ内として支配下に収めていたが、中国人 漁船員が当初“休憩地”とし 入り込み、一九九五年、フィリピン海軍が監視を怠っていたモンスーン時期に中国側がコンクリート建造物を造った。同建造物には、いつの間にか大型船舶が停泊できる突堤のほか、ヘリポートも造られた。対空、対艦砲も装備され、現在 五星紅旗をなびかせて軍人が居座っている。　
こうした苦い反省から、フィリピンは




















一九九二年、スプラトリー諸島南西のはずれにある浅瀬、ヴァンガード堆（中国名＝万安灘、ベトナム名＝トゥー ン堆） おける石油探査権をアメリカのクレストン・エナジー 社に与えると発表した。ヴァンガード堆はベトナムが自国のＥＥＺ内にある岩礁だと主張していたため、中国側の一方的な行動に不快感を募らせた。このため、ベトナム側もヴァンガード堆に石油鉱区を設定し、米企業に採掘権を付与する いう報復に出た。現在 、中越間は漁船の越境などをめぐり発砲事件を繰り返している。中国はフィリピン ベトナム、マレーシアと対立を続けるものの、スプラトリー諸島最大の島
( 中国名＝太平島
) を領有し続ける




礁、韓 名＝離於島）をめぐる争いだ。ソコトラ岩は干潮時にもそ 岩頂は海面下四・六メートルの海中にあり、岩が海面上に姿を現すことがない「暗礁」であり、国際的には「島」 認められていない。韓は、一九五二年に李承晩ラインを宣言した際、この暗礁を含む海域を自国領海とした。
八七年、この岩の上に灯台を設置し、さらに九五年から二〇〇一年にかけて海洋調査施設を建設した。これに対し、中国は一方的な建設を中止するよう抗議したが、韓国は二〇〇一年、 この暗礁を「離於島」と命名、済州特別自治道・西帰浦市に属すると主張している。　
国連海洋法条約に基づき、原則的に両国
のＥＥＺを海域の中間線で分けると れば、暗礁であるソコトラ岩は韓国側ＥＥＺ内にあり、韓国側が人工 建造物 造るのは自由だ。だが、中国は、東シナ海をめぐる日本とのＥＥＺ争いと同様に、海洋法条約でのもう一つの柱「ＥＥＺ大陸棚延長論」を主張し、中間線方式を認めていない 現在は漁業上 暫定経済水域を敷 ている過ぎないのだとし、ＥＥＺが正式に確定していない段階で、韓国側がソコトラ岩 勝手に建造物を建設したりすることはできないと反発して る。　
陸続きでは、中国とインドの領土紛争が
有名だ。両国の国境線は一九一四年、当時のチベット政府と英領インドとの間で取り決められたマクマホンラインがベースになっている。しかし、中 はこれまでマクマホンラインを帝国主義時代の「遺物」として一〇〇％認 る立場に立っておらず、これが原因で特にヒマラヤ山脈地域における両国国境は不確定な状態のままに置かれた。一九五〇年、チベットに侵攻してその地を版図に組み入れた中国は、そ 軍事的な勢いからヒマラヤ地域にも侵攻し、インド側に圧力をかけた。
　
このため、一九五九年に両国軍による武
力衝突が起き、六二年にはさらに大規模な衝突に発展した。時代はまさに東西冷戦の最中、六二年には米国とソ連 よるキューバ危機が起きており、世界の目がこの事態を注視しているのを奇貨として、中国軍はインド領内奥深くまで侵攻。両 軍はカシミール地域とその東部アクサイチン地区およびラダック・ザンスカール・バルティスタン地区、 ブータン王国の東側アルナーチャル・プラデシュ州で激しい戦闘を繰り広げた。中国側がもともと周到な準備 もとで仕掛けた戦いであり 各地で連 連勝 なったのは言うまでもない。　
中印の国境紛争は現在も続いている。中国
の駐印大使 〇六年、胡錦濤国家主席が訪印する直前にインドのテレビ番組に登場、 「アルナーチャル・プラデシュ州は中国領土だ」と発言した。同時に、中国軍は国境 帯での軍事力を増強し、インド側と小競り合いを始めた。インドは、 「中国側の領土的野心は変わっていない」として警戒心を高める同時に、国境軍事力を増強する対抗策を講じている。　
経済大国化した中国が大きな国内市場を
ちらつかせ、誘ったとしても、中国が覇権主義的行動を取り続けている限り 周辺国は警戒心を強め、反発するばかりだ。そ反発はやがて対中 対峙国の提携に向かわせることになる。日本が米国を巻き込んでベトナム、フィリピン、インドなどと軍事関係強化を模索しているのは、まさに中国包囲網構築への前段階の動きであろう。
（アジア問題ジャーナリスト
　
日暮高則）
